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1１．はじめに
コーポレート・ガバナンス論とともに、大企業をめぐるCSR（企業の社
会的責任）論が盛んである。それに対して、中小企業のCSRは一部を除い
て概して注目されてこなかった。経営学が大企業中心に構築されてきた経
緯から考えると、それも当然であったかもしれない。しかし、地域に密着
して活動している中小企業の立場からみると、「地域貢献活動」は、ごく
あたり前のことであると考えられる。
CSRは経営資源に余裕のある大企業には可能であり、その点で余裕のな
い中小企業には無理との考え方があるが、それはむしろ、逆の関係にある
ように思われる。つまり、中小企業は地域という観点でみると、それに密
着して活動しているので、「地域企業」といったほうがよいのである。
本稿では、このような中小企業の地域貢献に焦点をあて、具体的にどの
ような活動が行われているかを明らかにしてみたい。その検討の素材とな
るのは、「横浜型地域貢献企業」であり、これに認定された企業群のサー
ベイを通じて提示することにする。そして、それにより、中小企業の主要
な特徴として「地域密着性」があり、「地域企業」であることを提起したい。
２．横浜型地域貢献企業認定制度におけるCSRと「地域貢献活動」
2007（平成19）年からスタートした横浜型地域貢献認定制度について、
筆者は本誌第62巻第3号（人文科学系列、永岑三千輝教授退職記念号、
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22011年）に、「横浜型地域貢献企業の現状──横浜産業学の構築にむけて
──」を書いた。2014（平成26）年度までに認定企業が300社を越えるこ
とになった、この認定制度の制度設計にあっては、影山摩子弥・横浜市立
大学CSRセンター長の貢献が大きいが、認定制度の全体の枠組み自体が
CSRであり、社会貢献活動になっている。
この認定制度の全体としての枠組みは、必須項目、重要項目、一般項目
の３つの項目からなり、最初の必須項目とはコンプライアンスに関するも
ので、法令遵守宣誓書、納税証明、許認可（業種ごと）などが具体的な取
り組み内容になっている。これは認定企業にとっては、必須の条件とされ
ている。
つづく重要項目については、地域社会貢献、地元活用・志向、雇用、環境、
品質の5項目があげられている。「地域社会貢献」は①地域のボランティ
ア団体、文化活動、公的行事を支援している、②本業を離れ、地域のボラ
ンティア活動、文化活動、公的行事に参加している、③事業者の施設を地
域に開放している、④地域から要請のある社会貢献活動に応じている、と
いう地域性基準のもと、具体的なCSRの内容としては、①関連の認証や表
彰をうけた、②地域のボランティア活動にかかわっている、③地域の文化
事業などをサポートしている、④体育館やグラウンドなどの開放、学校の
授業などへの人的スタッフの派遣、⑤インターンシップの受け入れ、など
を行っている企業をさしている。
ふたつ目の「地元活用・志向」とは、①本業のなかで、地域特性、地域
文化、地域らしさを重視した取り組みをしている、②事業活動が地域を代
表するものとして社会的に認知されている、③顧客や取引先を地域から優
先して選んでいる、④本業の特性を生かして地域に貢献する活動を行って
いる、という地域性基準のもと、具体的には①関連の認証、表彰をうけた、
②地域を意識したとか限定した製品やサービスをとり扱っている、③業者
選定にあたって取引先を地域内で選んでいる、④地元の人間を採用してい
る、などの企業が、これにあたる。
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33つ目は、「雇用」である。これは、①従業員の50％以上が横浜市在住な
いし横浜市民である、②50％未満であっても、雇用にかかわる地域ステイ
クホルダーだけを対象にしたCSRに取り組んでいる、という地域性基準の
もとに、具体的には①関連の認証や表彰をうけた、②法定日数以上の介護
休業制度を設けている、③仕事と子育ての両立を図るための雇用環境づく
りのための行動計画を実施している、④障がい者の雇用や女性マネジャー
の登用を推進している、⑤横浜で20年以上ビジネスを展開している、⑥性
別にとらわれずに採用や配置を行っている、などの企業をさしている。
4番目は、「環境」という項目であり、地域社会の環境保全に取り組
んでいる、というのが、この地域性基準になっている。この基準では①
ISO14001といった関連の認証や表彰をうけた、②環境報告書を作成・公
表している、③グリーン購入を行っている、④省エネ対策を講じている、
⑤環境対応車を採用している、⑥地域環境改善にかかわっている、⑦緑化
活動に従事している、などが具体的な取り組みの事例となっている。
最後が「品質」であり、質の高い製品やサービスの提供やそのための取
り組みである。①関連の認証や表彰をうけた（ISO9001とか、横浜価値組
企業など）、③高齢者・障がい者向けの製品・サービスを提供している、
③健康や安全に配慮した製品・サービスを提供している、④新技術・新製
品開発に力を入れて、横浜版SBIRの支援企業になった、などの企業が、
この具体的な事例となっている。
以上の5項目が重要項目であり、さらに「一般項目」として、財務・業績、
労働安全衛生、消費者・顧客対応、情報セキュリティの4項目がある。まず、
「財務・業績」で、業績の良さ、財務面での透明性の高さが評価内容となる。
そして、CSRの具体的な内容とは、①3期以内に黒字がある、②5期連続
黒字である、③出納（担当者）と帳簿（作成担当者）が分離している、④
毎期予算を作成している、⑤発生主義月次決算をしている、⑥会計の専門
家（税理士を含む）を活用している、などである。
第2の「労働安全衛生」という項目については、従業員の労働安全衛生
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4に関する取り組みを意味し、①関連の認証や表彰をうけた、②健康相談・
労務相談窓口を設置し、そこに専門職を配置している、③外部の専門家と
契約を結んでいる、④従業員の健康診断を実施している、などがCSRの具
体的な内容となる。
第3は、「消費者・顧客対応」であり、消費者・顧客対応に関してよい取
り組みを示しており、①関連の認証や表彰をうけた、②顧客対応窓口や担
当者を配置している、③顧客対応の教育訓練が行われている、などの企業
が、その事例となっている。
最後が「情報セキュリティ」で、情報流出、情報の不正利用を防ぐため
の取り組みをさしている。その具体的な事例は、①関連の認証や表彰をう
けた、②厳重な文書管理を行っている、③PCに関して指紋認証などの管
理を行っている、④顧客情報管理が厳格に実施されている、ような企業で
ある。
この認定制度は、以上の３つの項目から構成されている。さらに、この
制度では社内でこれがシステムとして確立・機能し、PCDAサイクルにし
たがって運営されているかどうかがチェックされることになっている。つ
まり、地域貢献企業として3つの項目に関して目標を設定し、実施に向け
て活動し、その成果を評価して、つぎの目標づくりにつなげているか、そ
して、このようなシステムが稼動していることが大切になる。また、認定
制度は2年おきに活動ぶりが審査され、再認定されるかたちになっている。
ところで、この認定制度における地域貢献活動とは、どのようなもので
あろうか。いうまでもないが、重要項目のうちの「地域社会貢献」が典型
的なものとなる。４つの地域性基準と具体的な内容は、まさに地域貢献活
動をイメージさせるもので、企業は余裕があるならば、本業とは関係のな
いところでも貢献していることを示している。つまり、地域密着は地域住
民の実際の生活のレベルでも行われているし、また行ってほしいというこ
とである。
そして、「地元活用・志向」と「雇用」は、「地域社会貢献」とはちがって、
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5本業というか、その企業の経営に直接かかわる地域貢献活動である。それ
ぞれの地域性基準は、その点を明確にしている。
地域貢献活動をイメージさせるもうひとつの重要な要素は、いうまでも
なく、「環境」である。これは、地域社会において環境保全への取り組み
が大切であることを示している。「環境問題」などを発生させて、地域社
会に被害を与えるようなことが起こらないようにすることが当然もとめら
れているが、さらにいえば、積極的に環境改善を行っていくという視点も
大切である。
現在のCSR論の隆盛以前にも、1970年代の前半に「企業の社会的責任論」
がブームになったことがある。その当時のCSR論の主な議論のひとつに、
①本業を通じて狭い地域社会を含む社会に貢献する、②本業以外の分野で
社会（や狭い地域社会）に貢献する、③社会（や地域社会）に被害を与え
ない、という３つの内容でCSRをとらえようとするものがあった。
これによると、「地域社会貢献」は②、「地元活用・志向」と「雇用」は①、
そして、「環境」は③に対応できるかもしれない。なお、認定制度におけ
る他の項目、具体的には重要項目の「品質」と、一般項目としての「財務・
業績」、「労働安全衛生」、「消費者・顧客対応」、「情報セキュリティ」などは、
地域企業だけでなく、どの企業の経営にももとめられ、経営のエクスレン
ス（卓越性）を示す指標になっている。
３．地域貢献活動の主たる形態
私は横浜市の認定企業の審査にかかわってきたが、これらの企業はきわ
めて多様な地域貢献活動を行っている。しかも、個別性に富んでおり、こ
れを整理して、一般化することはむずかしい。しかし、これまでに判明し
たその形態はつぎのようになろう。
前述したが、地域貢献活動の典型的なイメージは、「地域社会への貢献」
および「環境」というべきものであり、企業には本業と関係のないところ
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6での貢献である。しかし、それは、地域社会に居住している住民の実際の
生活にかかわっている。まず、この形態からみていくことにする。
その第１は、伝統的なチャリティ（慈善）活動であり、地域への金銭的
な寄付、人的なサービス、ノウハウや物品の提供などを行うものである。
地域には、さまざまな問題が発生しており、行政が直接的に手をだすこと
がしにくいとか、目がとどかないものもある。これらに対して企業がサポー
トするのが、この形態である。
たとえば、地域で行ったイベントでの売上を福祉施設に全額寄付してい
る企業がある。そして、障がい者の雇用促進のために清掃作業の指導を行
い、清掃作業の仕方をDVDに製作している企業がある。障がい者の就労
支援は、行政だけで行うことはできない。ビルのメン（テナンス）や警備
を主要業務としている企業は、清掃などのスキルやノウハウをもっている
ので、このような活動を行っている。
また、給排水衛生設備の工事を行っている企業は、水道メーターの交換
作業の訪問時に、住民の安否や異常を確認している。孤立した高齢者が増
加しているなかで、これは地域における孤立支援の活動のひとつになる。
そして、100年健康住宅づくりを目指している住宅業者は、「ヒトも住宅も
健康に」をモットーに、地域住民に年2回健康セミナーを実施している。
さらに、道路舗装業の企業は、安全運転管理者会などに参加して、交通
安全に関する啓発活動を展開している。「道を創り、人としての路を歩み、
社会に貢献する」を経営理念とするこの企業は、交通安全活動を通じて地
域社会に貢献している。
なお、この形態には、企業が所有している施設（会議室など）を地域に
開放し、利用させているケースも多い。
第２に、地域で行われている各種のイベントに関与し、その開催と実施
をサポートする企業がある。これも前のものと同じように、地域貢献活動
として一般的であり、きわめて多く行われている。
上述の道路舗装業者は、交通安全協会が主催する交通安全週間のイベン
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7トに参加している。具体的には、パレードに参加したり、花の種や反射板
の配布などを行っているという。また、 あるビルメンの企業は、「蛍の夕
べ」というイベントを地域で開催し、ここに児童養護施設の子どもたちを
招待して、地域との結びつきを構築している。
さらに、土木や建築工事を行っている業者は、地域にある公園で開催さ
れるイベントで、テントの設営やイベントの運営などにかかわり、ボラン
ティア活動を積極的に展開している。そして、電気工事の企業は地域のお
祭りに参加し、子ども向けにコンセントプラグの組み立て作業に関する体
験学習を行っている。このような活動により、電気を安全に使用してもら
うための啓蒙活動を実施している。
また、環境配慮の商品やフェアトレード食品をとり扱っている卸売業者
は、「利他」の経営理念のもとでビジネスを展開しており、横浜市中央図
書館が主催する「ヨコハマライブラリーカフェ」に関与し、フェアトレー
ドの紅茶、珈コーヒー、チョコレートなどを無償で提供している。
食品関係の企業においては、「横浜開港記念みなと祭」の大型フロート（か
ざりつけを行った車両）でパレードに参加しているし、神奈川新聞社主催
の花火大会では、終了後清掃活動などを行っている。この企業は会社の規
模が比較的大きいので、その地域は周辺というよりも横浜市の全域的なイ
ベントに貢献している。電気設備工事の業者は、年間を通して地域の行事
に数多く協賛などを行い、地域イベントの活性化に役立っているとしてい
る。
このような地域イベントへの関与はきわめて多く、前述の活動とともに
地域社会貢献のコアをなしている。そして、イベントへの関与は、地域貢
献を行っているかどうか、の目安にもなっている。
第３は、地域の安全に貢献するものであり、安全や安心の活動に従事し
ている。具体的には防犯、防災、災害時の支援にかかわっている企業が多い。
企業周辺の道路が狭いうえに交通量も多いので、周辺地域のパトロールを
行ったり、小学生の通学誘導を従業員全員で行っている企業がある。これ
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8は地域住民の安全確保の一例である。社内に設置したAEDを社外にも開
放している企業もあり、さらに社用車にAEDの携行をしめすステッカー
を貼って、周囲の人にわかるようにしている。
警備企業のなかには、「防犯」や「救命」などの知識を教えるための出
前講座を、市内の小学校（生徒と教師）を対象にして行っている企業がある。
そして、土木工事や舗装工事の業者は、大震災などの自然災害時に緊急対
応策がとれるようにしたり、降雪時に除雪作業を実施して地域との関係を
強化している。また、水中TVカメラなどの開発・設計を行っている業者は、
実験用プールをもっており、この水を災害時に周辺企業に供給できるよう
にしている。
第４は、美化や緑化に関する活動である。その典型は地域における清掃
活動などの環境美化である。住宅業者は施工現場で周辺住民に迷惑をかけ
ることが多いとの認識のもと、工事にかかわる全員で清掃活動を行ってい
る。そして、土木・水道工事関係の企業は、本社と周辺地域を月一回清掃
や除草活動を行い、環境美化に努めている。
また、給排水衛生設備業者は、会社の敷地内にゴミ収集所を設置し、こ
れを周辺の地域住民に利用させている。さらには、地域の子ども会が行
う廃品回収に協力するとともに、近隣の小学校が行っているペットボトル
キャップの回収キャンペーンに賛同しているコンクリート構造物の補修・
補強業者がある。
この種の活動は非常に多い。植栽を行い、緑化や美化に取り組んでいる
企業もみられる。造園業者は自社の資材置場の周囲を生垣や樹木で緑化す
るとともに、最寄駅前の藤棚や花壇の維持管理を無償で行っている。同じ
く造園業者は、自社の敷地内に樹木を植栽し、「緑のトンネル」を作って
光熱費の削減をはかっている。それだけでなく、周辺地域には前述の清掃
活動とともに花を植栽し、地域の環境保全に貢献している。
さて、地域貢献活動のなかで、とくに「地域社会貢献」に関係するもの
として、もうひとつ指摘しなければならないのは、子どもの教育や成長に
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9かかわる活動である。とくに小学校は地元にあるので、企業としてはアプ
ローチしやすいこともあって、子どもの成長支援とそのための機会を提供
している。大工育成塾を受け入れている工務店は、小学校で「木工教室」
や「親子体験教室」を開催し、地域の子どもたちにイスの作り方を教えて
いる。そして、警備会社はすでに述べたが、小学校の生徒と教師を対象に
して、「防犯」や「救命」の教育を行っている。
また、同じように「モノづくり体験教室」を地元の小学校で行っている
電気設備工事業者もいる。さらに、自社が築造した地元小学校の池の浄化
施設の浄化作業を、子どもたちに見せることで、子どもの環境意識づくり
に役立てている事業者もいる。
これらの事例が示しているように、体験学習的なものが多く、当然のこ
とながら、それぞれの企業の主要業務（本業）に関連している。また、以
上の事例は、企業側が学校に出むいて行うものであるが、逆に子どもたち
が企業側に出むいて行うものも実施されている。それは、企業見学であり、
もうひとつは職業体験（短期のインターンシップ）である。
たとえば、自動車関連企業は小学生については企業見学、中学生には職
業体験を実施している。会社内に一連の製造工程があるので、モノづくり
を理解するのに最適であるとし、中学生の職業体験については、安全面に
十分留意したうえで行っている。そして、高齢者のグループホームの運営
業者は、地域の小学生、中学生のほか、幼稚園児を職業体験としてうけい
れている。職業体験を行いつつ、認知症高齢者に対する理解を深めてもら
うこともねらっており、これを通じて地域とのコミュニケーションをつく
ろうとしている。
以上、地域貢献活動は、認定制度の枠組みでいうと、「地域社会貢献」と「環
境」に関連する、①金銭的な寄付、人的サービス、ノウハウや物品の提供、
②イベント支援、③地域の安全への貢献、④美化や緑化に関する活動、⑤
子どもの成長支援、などからなることがわかる。
なお、認定制度のなかの「地元活用・志向」と「雇用」にも、地域貢献
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活動が含まれていることに注目すべきである。広義でいうと、それは、企
業が地域のステイクホルダー（利害関係集団）や資源を利用することによ
り、地域貢献活動を行っているのである。たとえば、横浜市内の取引先（調
達額）のウエートが大きいとか、地域の資源を利用して商品をつくって市
内で消費している（地産地消）とか、市内の学卒者や高齢者を多く採用し
ている（地元採用）といった事例を中心にして、地域貢献活動を行っている。
地域に密着している中小企業にとって、このようなことはごくあたりまえ
のことなのである。
したがって、上述の5項目にさらに、⑥地域のステイクホルダーや資源
の利用、を付加することで、中小企業の地域貢献活動の全体的なイメージ
がつくりあげられることになる。
４．認定企業における事例研究
（１）石井造園㈱のケース
栄区笠間に立地している同社は、創業50年を迎える造園業者であり、現
在石井直樹が2代目社長である。ＪＲ大船駅前で観葉植物や花の鉢植えを
とり扱う店から出発している。2009年から同社が毎年発行しているA4版
４頁のCSR報告書（2014年6月）をみると、「企業活動を通して、幸せを
共有する企業を目指す」という経営理念のもとに、それを実現するため「生
業の全てにおいて、地域志向のCSR方針を打ち立てて事業を展開する」と
し、５つの方針をあげている。
・活き活きとした活力ある職業環境を作ります。
・仕入れや発注先は地元を優先し、地域経済の発展に寄与いたします。
・緑を扱う者として地球環境の改善に貢献します。
・法に抵触する事はもとより、事後に発覚し格好の悪いことは、絶対
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にしません。
・この活動の有効性を監視し、永続的に改善致します。
また、これらの方針にもとづいて、地域に活かされていることを確認し
て事業の展開を行うとし、年度のCSR目標をあげている。
・社員旅行に行く。
・倫理的行動規範を充実する。
・NPO及び協力業者とのコラボレーション
・CSR企業とのコラボレーション
・各現場で緑化啓蒙活動を実施し、１苗木配布750本とする。
・インターンシップの受け入れ
同社ではCSR推進責任者を配置しているが、すべてのスタッフがなんら
かのかたちで、CSRや地域貢献活動にかかわっている。前出の報告書によ
ると、多くの活動を展開し、その数は20を越えるという。
まず、寄付金や物品などの提供をみると、2008年からスタートした同社
の緑化基金は、取引したステイクホルダーの請求金額の末尾３桁の金額（１
円から999円まで）を基金として集計し、これと同額のものを同社が加算
した金額を地域の学校、施設、団体の活動に寄付するかたちになっている。
そして、年間の合計額をこれらの団体と相談して植樹、鉢植えなどのほか、
緑化活動の費用にしている。
つまり、この基金は前述した①の形態であるが、③の緑化、美化活動な
ど環境への取り組みの事例にもなる。苗木の無料配布は各種のイベントで
行われているが、これもほぼ同じように緑化活動となる。
これに対して、同社が立地する栄区と「栄」がつくことで交流をつづけ
てきた長野県の栄村が、東日本大震災の翌日に起きた大きな地震で被害を
うけたことで、同社は栄村に毎年支援物資を送っており、栄村小学校の新
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１年生には文房具セットを寄贈している。これは純粋に物品の提供である。
②のイベントへの関与については、ＪＲ根岸線の本郷台駅前で開催され
るさまざまなイベントに積極的に協力している。苗木配布や緑化基金の募
金だけでなく、社員のつくったイスや竹どうろうの展示、LEDのイルミネー
ションの設置など、多様な活動を展開し、イベントを盛りあげている。
③と④の緑化、美化、防災関係では、協力業者とともに会社の周辺地
域の清掃のほか、木材ゴミによる薪への再利用（車１台分500円で提供）や、
グリーン調達などを行っている。また、社屋の屋根に太陽光発電パネル
を設置するとか、緊急事態に対応すべくBCP（事業継続計画）の策定によっ
て、ステイクホルダーに対して迷惑をかけないようにしている。さらに、
エコドライブや社屋へのLEDの導入なども行い、環境への配慮を講じて
いる。
⑤の子どもの成長支援にも、同社は力を入れている。長野県栄村の小学
校についてはすでに述べたが、学校への出前授業、企業見学、インターン
シップなどの活動によって、周辺地域に知られる存在になっている。小学
校や中学校の教育支援だけでなく、幼稚園においても松ぼっくりやどんぐ
りなどを使った遊びなどを出前で行っている。
前述のCSR報告書によると、大学生のインターンシップに取り組んでい
る。NPO法人エティック（ETIC）との連携によるもののほか、地域未来
創造型インターンシップにも関与し、東京大学の学生が6カ月の長期プロ
グラムに参加している。メインテーマはメディアでも話題になった「盆栽
カフェ」で、その立ち上げのための活動に、同社のスタッフと一緒に働い
ている。
最後の⑥の雇用や地元活用では、ワークライフバランスへの取り組みが
評価され、「よこはまグッドバランス賞」を2013年度に受賞している。そ
れは、女性が働きやすいとか、仕事と生活のバランスを重視している活動
が評価されていることを示している。
さらに、情報公開、コンプライアンスと個人情報保護への取り組み、横
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浜地域貢献企業とのコラボレーションなど、CSR関連の活動が多く行われ
ている。このようにみてくると、石井造園においては、きわめて多様な社
会貢献活動が実践されていることがわかる。
（２）㈱大川印刷のケース
2011年に創立130年をむかえ、戸塚区に本社と工場がある同社の『CSR
活動レポート　2012』（A4版、８頁）は、同年の東日本大震災への支援を
含めて、CSRと地域貢献活動を明らかにしている
同社の経営理念は、「情報産業の中核として信頼に応える技術と喜びを
分かち合える「ものづくり」の実現」という基本理念と、その実現にむけ
て５つの「大川スピリット」（①お客様を大切にする心、②元気な挨拶から、
③拡大発展をめざして、④チャレンジする心、⑤最高の品質をめざして）
からなっている。
あわせて、「印刷を通じた社会貢献を実践するソーシャル・プリンティ
ング・カンパニー」が目指すモットーであり、“ソーシャル・プリンティング・
カンパニー ”（社会性を意識した印刷会社）という言葉に、同社がCSRに
注力していることを明示している。つまり、コア事業であるオフセット印
刷のほか、納品に至るまでのビジネスを、環境と品質を重視した思想で展
開する努力を行っている。
同上の報告書（４頁）には、主要な社会責任活動として、グリーン調
達（エコマーク認定商品の購入）、環境整備（本社周辺の美化活動など）、
CO2排出量の削減（使用電力により排出されたCO2を減らすための植林活
動など）、省資源・リユース、FSC森林認証紙（違法な伐採ではなく、適
切に管理された森林から産出された木材チップを原料にしたものの利用）、
ノンVOCインキへの切り替え（シックハウス症候群などの原因物質であ
るVOC（有機溶剤）インキの使用中止）、メディア・ユニバーサル・デザ
イン（MUD、どのような人にとっても使いやすく、見やすい印刷物の提供）、
などの多様な活動を展開していることを明らかにしている。まさに、ソー
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シャル・プリンティング・カンパニーである。
そして、地域貢献活動（６頁）については、形態としては⑤の子どもや
学生の成長支援がとくに目立っている。2001年から地域の小学校の工場見
学を受け入れている。横浜国立大学で社長の大川が講師としてCSRの講義
を担当しているが、同社はインターンシップにも力を入れている。高校生
のインターン生の受け入れもはじめ、「会社・仕事の大変さや責任感・連
帯感の大切さ」を学習させている。
大学生については、石井造園でも行っている地域未来創造型インターン
シップを採用している。これは、若者の発想を新しいビジネスへつなげる
活動で、横浜市内のほか、都内の大学生も参加している。学生ならではの
アイデアを生かせる場になっており、企業側はビジネスのヒントを得られ
るチャンスになっている。このほかに、障がい児の居場所づくりなどにも
貢献している。
①については、各種のNPOやNGOとコラボレーションするなかで、寄
付行為を行っている。世界自然保護基金ジャパン、グリーン購入ネットワー
ク、神奈川県ユニセフ協会、国連WFP協会、シャンティ国際ボランティ
ア協会などが、その主な対象になっている。そして、②のイベントへの関
与では、アースデイ東京、リサイクルデザインフォーラムなどに参加し、
とくに広報活動を担当している。
このように、同社の場合、活動が環境志向の強いものであるために、③
の緑化、美化活動にも積極的である。すでに述べたが、本社周辺を美化す
るとともに、CO2の吸収能力の高い園芸植物を植栽したり、清掃活動にも
参加している。この場合、地元だけでなく、山下公園やMM21などのクリー
ン化にかかわっている。
なお、同社は『CSRの和』という小冊子も作成している。2013年7月発
行の第19号をみると、この年の目標が「印刷会社のもつ幅広いネットワー
クを活かし、地域や社会に幸福を創出する『共有価値創造企業』を目指す」
であるとし、“Creating shared value”（CSV）を重視している。
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そして、2013年に発足した委員会には、2014ビジョン推進室、サービス
向上委員会、品質向上委員会、ES向上委員会のほか、CSR推進委員会が
あるとしている。CSR推進委員会は、本業が社会に必要とされる意味を追
求している。そして⑥の雇用に関連して、ES向上委員会は人、地域、環
境などとのつながりを重視して、イベントや地域貢献活動への参加意識を
高めたり、能力アップのために資格取得などをすすめているとしている。
（３）協進印刷のケース
1959年神奈川区大口で創業した同社も、大川印刷と同じように、きびし
い環境変化のなかにある印刷会社である。社長の江森克治はNPO法人横
浜スタンダード推進協議会の理事長でもあり、横浜におけるCSR推進の代
表的なリーダーである。彼は横浜青年会議所時代からCSRに積極的に取り
組んでいる。
2014年秋にCSR報告会を開催するとともに、『2014CSR報告書』（変形
B5版、23頁）を作成・公表している。横浜市政策局の関口昌幸と江森の
特別対談「『脱学校の社会』から始まるイノベーティブな未来」が収録さ
れたあとに、CSRについての主な取り組みが報告されている。つづいて、
同社のCSRに関する基本方針（本業を通じた社会への貢献、環境保護活動
の推進、社会貢献活動の推進、働きやすい職場づくり、法令遵守、継続的
改善による取り組みのレベルアップ、の6項目）を明らかにしている。
具体的には、同社は地域社会の主体であり、地域社会や地域経済で重要
な役割を果たしていることを認識しているという。また、ステイクホルダー
の期待に応えることで、社会の持続的発展に貢献したいと表明している。
そして、前述の6項目を実現することを目指すとしている。
これをふまえて、CSRの取り組みとしてコンプライアンス、環境、情報
セキュリティ、品質、雇用・労働安全、情報開示・コミュニケーションの
4項目、協働事業として、ぼうさいえほんプロジェクト、ヨコハマ・パラ
トリエンナーレ2014、スローレーベルと女性活躍プロジェクト、産学協働
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プロジェクトの5項目が日本語と英語で報告されている（11 ～ 20頁）。
注目すべきは、当然のことであるが、本業への努力の傾注である。「質
の高い製品やサービスの提供できる理由」（Offering high quality products 
and services）として、協力会社との交流会や社内の勉強会「協進カレッジ」
の定期的な開催を行っているとし、「子どもたちに美しい自然を残したい」
（Let’s keep beautiful nature to children）という。
環境保全のためにグリーンプリンティング認定・クリオネマーク（環境
保護印刷マーク）の取得運用、パンフレットなどを活用した環境配慮印
刷の啓蒙活動、ゴミの分別・再資源化、再生紙の活用、VOCの使用削減、
などの活動を実施している。これらは、③の美化、緑化というよりも、環
境志向というべきものである。
地域貢献活動については、まず⑤の子どもの育成支援がある。横浜市共
創推進室、横浜市総務局危機管理室、横浜市幼稚園協会をパートナーとし
て、「ぼうさいえほんプロジェクト」を実施している。これはコンテンツワー
クス、神奈川ナブコ、横浜DeNAベイスターズの協賛を得て、同社と４社
で費用負担して、幼児の命を守るために防災絵本をつくり、市内の幼稚園
に無料で配布している。
インターンシップにも積極的で、中学生、高校生、専門学校生などを対
象にして、年間を通じて随時実施している。若者と求人企業を結びつける
ために、職業体験的なものとともに、実践的なものも行われており、たと
えば、横浜デジタルアーツ専門学校と横浜デザイン学院とのコラボレー
ションでは、「ママさん向けのドライブマップ」を作成している。　　　　
これは、「若者の感性が社会を動かす原動力になる」（Young people can 
move the society with their sensibility）という考え方にもとづいている。
さらに、インターンシップでは、台湾貿易センターから外国人研修生を毎
年冬期（約3週間）に受け入れている。
なお、とくに若者の育成支援という観点からみると、「クール・ジャパン・
若手クリエーターを応援」（“Cool Japan”supporting the young creators）
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と、「障がいがある人との出会いが開く明日の扉」（Opening a new door 
through meeting with people with disability）が注目に値する。まず前者
については、同社は社外のステイクホルダー向けの広報誌「JO」（年4回）
を発行しているが、その裏面を若いクリエーターの作品を発表する場にし
ている。
2015年4月発行の第11号には、㈱ディストル・ミュージックエンターテ
インメントの社長である生明（あざみ）尚記と江森の対談「人や街を元気
にすることが、音楽の社会貢献だと思う」が収録されている。地域定着型
の音楽プロダクションを起業し、戸塚区、磯子区、港南区などを中心に地
域と音楽との新しい関係を提案している生明の活動の紹介も、26歳の若手
クリエーターの支援であるが、裏面のギャラリーには長谷川直美の作品（絵
一点）が掲載されている。
後者は「ヨコハマ・パラトリエンナーレ2014」であり、NPO法人スロー
レーベル、NPO法人横浜スタンダード推進協議会とのコラボレーションに
なっている。鋭い感覚や能力のある障がい者と高い技術をもつ多様な分野
のプロが出会い、協働することで新たな創造を行っていくのが、このパラ
トリエンナーレである。このイベントに江森はかかわっている。
このふたつの試みは、たしかに若者の育成支援である。しかし、別の言
葉でいえば、それは、横浜という地域における文化支援という特色をも有
しているといえる。また、企業とアーティストを結びつける活動であると
ともに、新しい文化の創造という点で、石井造園の「盆栽カフェ」などと
ともに、地域貢献活動の新しい動きとなるであろう。
さて、江森の協進印刷の地域貢献活動には、もうひとつ興味深いものが
ある。それは、⑥の「雇用」と「地元活用」に関連している。雇用では「社
員の心と身体の健康のために」（To protect the employees’ health of mind 
and body）、いきいきと働ける職場環境づくりを重視している。また、専
門医のカウンセリングをうけられる体制づくりを整え、病気の早期発見に
つなげる努力を行っている。
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さらに、出産などによりキャリアを中断した女性の社会復帰プログラム
に積極的に参加し、NPO法人スープリズムの「女性活躍プロジェクト」に
も協力して、ワークライフバランスの活動にかかわっている。これは「輝
くママと家族を応援しています」（Supporting  Moms and the families）
という言葉で示されている。
一方、地元活用については、「ご近所ランチ」（Neighborhood Lunch）
がある。毎月1回、社員1名が選んだ近隣の飲食店で、社員全員が一緒に
ランチをとっている。社内のコミュニケーションの向上に役立つとともに、
周辺の店舗を利用することにより、地域の情報を収集できたり、あわせて
地域経済にささやかな貢献を行っている。
これに関連して、この報告書や広報誌『JO』の「大口自慢」の欄では、
地元の大口商店街と個店の紹介が行われており、同社の地域との密着ぶり
の一端を示されている。
また、「小さな微笑みを届けたい「ありがとうの日」」（Giving a smile 
with appreciation）は、ステイクホルダーへの日ごろの感謝の気持ちを表
すために、毎月10日を“ありがとうの日”とし、会社の周辺でボランティ
ア活動を行ったり、ささやかなプレゼントを行っている。いうまでもない
が、同社の経営が地元によって支えられているという意識が、このような
活動を生みだしていると考えてよい。
５．若干の要約と結論
以上、横浜型地域認定企業制度と３つの認定企業の事例をとりあげて、
中小企業の地域密着性を明らかにしてきた。とりわけ、認定制度における
地域貢献活動に主に6つの形態があると要約するとともに、その具体例に
はどのようなことが行われているかを示しつつ、先進的な事例を紹介した。
この先進的な事例から、それなりの好成績をあげ、そのなかできわめて多
様な地域貢献活動が展開され、しかも、それらの活動が発展と革新の過程
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にあることが実感させられた。
大企業のCSR報告書や環境報告書は、さすがに立派であり、中小企業に
比べれば、分厚い冊子になっている。そして、自社を多様な視点から評価
しており、新しい制度やシステムづくりについての動きも紹介している。
しかも、そのなかで、CSRを実践する“いい会社”であることをアピール
している。
もっとも、新しい制度やシステムが実際にどのくらい活用され、機能し
ているのかと疑問に思うこともある。制度やシステムはつくられてはいる
が、浸透・普及するのに時間がかかるなどの理由で、実際にはあまり利用
されていないといった、実績に対する不安が一部でどうしても残るのであ
る。
それに対して、3社の報告書は小冊子である。しかし、実際に行ってい
ることだけを明らかにしているように思われる。これに関連して、石井造
園の社長・石井直樹は、2009年の報告書のなかで、つぎのように述べている。
それは、CSR活動で心がけていることが「ついでに、無理なく、達成感
のあることしよう！」であるという。ここでは、“ついでに”、“無理なく”、
“達成感のあること”の3語が大切であり、まず、ついでにやるは、本業の
造園業のなかで活動をしていくことを意味している。本業と関係のないと
ころで活動するのは大変であるが、本業に近いところであれば、ついでに
容易に行うことができるというわけである。
つぎの無理なくやるは、費用をあまりかけずに行うことであり、無理が
ないから、活動をつづけることができる。もうひとつの達成感のあること
をやるは、そのような活動は行うことでいい気持ちになり、この気持ちの
いい活動がやがては運動（ムーブメント）となって、社会現象につながる
可能性があるという。
これについて、CSR責任者の雨宮純平も、「零細企業はついでが大事！　
ない知恵を絞って頓知の利いた小さな活動。零細企業は密度が大事！　地
域の皆様と深みのある活動をしていきます」という。
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このような３つの言葉は、示唆的である。そして、おそらく他の2社に
おいても同じであろうが、小さな企業の報告書は、このような考えにもと
づいて、実際に行っていることを書いている。
もっとも、300社をこえる認定企業のなかで、報告書をつくり、さらに
報告会を開催している企業はどのくらいあるのであろうか。私はこの認定
企業の表彰式の講評で、報告書の作成と報告会の開催を毎回すすめている
が、是非とも増えてほしいと感じている。
ところで、事例研究の対象となった3社は、都市ビジネスの典型である。
宅地化が進み、“緑（グリーン）”が大幅に減少した大都市・横浜にとって、
緑の再生は大きな課題になっている。したがって、造園業である石井造園
にとって、現在はチャンスの環境にある。
他方、都市ビジネスのシンボルであった印刷業は、情報技術や印刷技術
の革新のなかで、衰退のピンチを迎えている。経営危機におちいった印刷
業者が、2000年代に入ってから多くなってきたという現実がある。印刷業
者にはまさにリストラ（構造改革）がもとめられ、大川印刷と協進印刷に
とっては、経営の新たな展開が急務になっている。
要するに、一方はチャンス、他方はピンチといった環境上のちがいはあ
るものの、この3社はCSRをてこに積極的な経営展開をはかっている。い
ずれも地域密着を重視し、地域貢献活動を行っている。そして、おそらく
このような経営展開は、企業としての持続可能性を保証していくことであ
ろう。要するに中小企業にとり地域密着は生命線なのである。
とはいえ、造園業は緑の再生というチャンスのなかで、本業重視の経営
を行なうことができるが、印刷業にとっては、本業を守りながら本業から
離れていくという、相反する視点も考慮に入れながらの戦略をとらざるを
えない。このちがいは大きい。
たしかに、このようなちがいはあるが、どちらも他の企業やNPOなど
とのコラボレーションなどを実践している。それは、同じ業界の企業との
関係ではなく、むしろ異種の組織との交流を通じて、多様な活動を中小企
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業でも行えることを明らかにしている。そして、自社の強みと弱みを意識
しつつ、今後の経営の活路をどのようにもとめるのかを熟慮しつつ、広く
社会に目をむけると、いろいろなコラボレーションの可能性が拡がってい
くのである。3社の事例は、まさにそれを示している。
しかも、異種の組織とのコラボレーションは、革新を引き起こす大きな
広がりを感じさせる。たとえば、子どもや学生支援の地域貢献活動は、こ
のようなコラボレーションを通じて、「文化の創造」という新たな形態（文
化支援）を生みだしている。また、協進印刷の台湾貿易センターからの研
修生の受け入れは、新たなチャンスを秘めたものになるかもしれない。そ
こには、新しいビジネスの誕生にもつながる可能性がある。
以上、横浜型地域貢献企業を事例にして、中小企業のCSRと地域貢献活
動について検討してきた。これらの活動をみると、中小企業というよりも、
地域密着性を重視する「地域企業」という言葉のほうが適切な呼び方のよ
うに思えてくる。
こんにち、全国的にみて地域の衰退と小規模企業の減少が進行している
が、このような地域CSRを実践する地域企業が成長・発展し、地域の衰退
をくい止めることができればと思っている。その意味でも、地域CSRのいっ
そうの研究が望まれるところである。
（2015．3．20．）
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